
筑波経済月報　　2025年2月号26

茨城県内
2日	 	茨城県は、県内の救急医療体制を維持するため、

救急車で搬送された方のうち、救急車要請時の
緊急性が認められない場合は、一部の大病院に
おいて選定療養費の徴収を開始

4日	 	JR水郡線が全線開通から90周年。茨城県、福島県、
JR東日本水戸支社が連携し90周年を記念した各
種イベント・企画を開催

10日	 	茨城県によれば、一般行政職（管理職等以外）
の期末・勤勉手当平均支給額（12月10日支給分）
は、68万4,809円と前年に比べ＋2.6％の増加、平
均年齢は37.95歳と同▲0.54歳の低下

13日	 	つくば市とNEXCO東日本関東支社は、首都圏中
央連絡自動車道（圏央道）常総IC～つくば中央IC
間で整備しているスマートICの名称を「つくば西
スマートIC」とし、2025年春に開通予定と発表

16日	 	つくばエクスプレスを運行する首都圏新都市鉄
道株式会社によれば、2024年度上期（4～9月）
の1日当たり旅客輸送人員は40.3万人と前年同期
に比べ＋5.6％の増加、19年同期比では▲1.9％の
減少

18日	 	茨城県によれば、公私立高等学校（全日制・定
時制）の2024年3月卒業生の大学等進学率は	
57.5％で過去最高、全国平均（61.9％）を4.4ポ
イント下回る、卒業者に占める就職者の割合は	
16.9％で過去最低、全国平均（14.0％）を2.9ポ
イント上回る

19日	 	茨城県は、2024年10月に水戸市で開催されたご
当地グルメの祭典「シン・いばらきメシ総選挙
2024」の出品メニューが再び集結することを発
表、25年2月2日につくば市、22日に牛久市でそ
れぞれグルメフェスを開催し、県内44市町村の
メニューがいずれかの会場に参加予定

20日	 	茨城労働局によれば、70歳までの就業確保措置
実施済みの企業（従業員数21人以上、6月1日時点）
の割合は、37.6％と前年に比べ＋0.7ポイントの
上昇、実施内容は「継続雇用制度の導入」が
29.7％と最も多い

24日	 	農林水産省によれば、茨城県の2023年農業産出
額は4,571億円、前年に比べ＋3.7％の増加と7年
連続で全国3位（1位：北海道、2位：鹿児島）。
生産農業所得は1,539億円と同＋1.5％増加も前年
の2位から3位に低下（1位：北海道、2位：熊本）

国内・国外
4日	 	OECDによれば、世界の実質経済成長率見通しは

2024年3.2％（9月見通し比横ばい）、25年3.3％（同
＋0.1P）､26年3.3％、日本は24年▲0.3％（同▲0.2P）、
25年1.5％（同＋0.1P）、26年0.6％

12日	 	欧州中央銀行（ECB）理事会は、中央銀行預金金
利を0.25％ポイント引下げ、3.00％とすることを
決定

13日	 	日本銀行「短観－2024年12月－」によれば、大
企業製造業の業況判断DIは14と9月調査に比べ	
＋1Pの改善、非製造業は33と同▲1Pの悪化。企
業の物価見通し（全規模全産業、前年比）は1年
後＋2.4％（9月比横ばい）

18日	 	日本銀行「資金循環統計」によれば、家計保有の
金融資産残高（2024年9月末）は2,179兆円と前年
同期に比べ＋2.8％の増加。現金・預金が同＋0.3％、
株式等が同＋7.2％、投資信託が同＋23.3％

18日	 	日本政府観光局（JNTO）によれば、2024年11月
の訪日外国人客数は318.7万人（2019年同月比	
＋30.5％）。24年1～11月累計は3338.0万人と年
間累計で過去最高であった2019年（3188.2万人）
を上回り過去最多を更新

18日	 	米連邦公開市場委員会（FOMC）は、フェデラル
ファンド（FF）金利の誘導目標を0.25％ポイント
引き下げ、4.25～4.50％とすることを決定

19日	 	日本銀行は、無担保コールレート（オーバーナ
イト物）を0.25％程度で推移するよう促す現状の
金融政策を維持することを決定

20日	 	内閣府は、12月の月例経済報告で、わが国の景
気は、「一部に足踏みが残るものの、緩やかに回
復している」と判断を据置き

25日	 	政府は、2025年度の「経済見通しと経済財政運
営の基本的態度」を閣議了解。25年度実質国内
総生産（GDP）は前年度比＋1.2％程度、消費者
物価（総合）は同＋2.0％程度の見通し

27日	 	政府は、2025年度予算政府案を閣議決定。一般
会計総額は115兆5,415億円と24年度当初予算に
比べ＋2兆9,698億円増加

27日	 	政府は、2025年度税制改正大綱を閣議決定。所得
税の非課税枠引上げ（103万円→123万円）、住宅
ローン減税の子育て世帯優遇措置の1年延長、中
小企業の法人税率軽減措置の2年延長等を盛込み

経済トピックス　2024年12月 経済情報ピックアップ
足もとの消費者物価の動向について

経済情報ピックアップ

18

16

14

12

10

8

6

4

2

0

-2
2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

消費者が体感する物価上昇率

消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）

前年同月比、％

図表 1　消費者物価指数と体感物価の推移 図表 2　 2024 年 11 月の項目・品目別の物価上昇率

注：各項目・品目の物価上昇率は、指数から計算。単位は％。
出所：総務省「消費者物価指数」より作成

　注1：消費者物価指数は、比較のため、四半期ごとにデータを集計。最新は2024年9月。
　注2：�消費者が体感する物価上昇率は、「1年前に比べ現在の物価は何％程度変化したと思う

か」の回答。極端な値を排除するため、上下0.5％のサンプルを除いて計算した平均値。
　出所：総務省「消費者物価指数」、日本銀行「生活意識に関するアンケート調査」より作成

■生活必需品価格の上昇が体感物価を押し上げ
日本の消費者物価上昇率は、新型コロナウイルス感染拡
大等を契機としたエネルギー価格の高騰、円安による輸入
コストの上昇などを背景に、企業による価格転嫁が進展し
たことで、約3年間にわたり前年比で2％を超えています。し
かし、消費者が実際に感じる物価上昇率（体感物価）はこれ
をさらに大きく上回っており（図表1）、この体感物価の高さ
が消費者心理を冷やし個人消費の停滞の一因となっていま
す。以下では、統計上の物価と体感物価の乖離要因や最近の
物価の特徴的な動きを取り上げます。
2024年12月20日に総務省が公表した11月の消費者物価
指数（総合、2020年＝100）は、110.0と前年同月比＋2.9％の
上昇となりました（図表2）。同指数は、家計にとって重要な
582品目の財・サービスを統計の対象としています。このう
ち天候要因などで価格変動が大きい生鮮食品を除いた522
品目についてみると、11月は全体の75％に相当する389品目
で価格が上昇しており、物価上昇が広範囲に及んでいるこ
とがわかります。
消費者物価上昇率が前年比＋2～3％で推移する一方で、

日本銀行が実施しているアンケート調査によれば、消費者
の体感物価は同＋15％前後で推移しており、統計上の物価
上昇率との差が拡大しています。
この乖離の背景には、生活に密接に関連する品目の価格
上昇が挙げられます。消費者物価の品目を「基礎的支出項
目」（米、野菜、家賃、電気代など必需性の高い品目）と「選択
的支出項目」（ワインや海外旅行など家庭のし好により選択
的に購入される品目）に分類すると、基礎的支出項目は前年
比＋4.1％と選択的支出項目（同＋2.1％）を大きく上回って
います。

■人件費上昇分の価格転嫁進めば、サービス物価も上昇へ
2024年11月時点での物価変動をさらに詳しくみると、
財（モノ）の物価は、前年比＋4.1％の上昇、また、経済状況が
大きく変化するコロナ禍前の19年11月（5年前）からは＋
17.0％上昇しています。このうち食料品は、ウクライナ情勢
の影響による小麦価格の上昇や円安などを背景に2022年
頃から大きく上昇しはじめ、５年前からの上昇率は＋
21.8％となっています。基礎的支出項目の中でも、より生活
に身近な食料品の物価上昇率が高いことが、体感物価押し
上げの一因になっていると考えられます。
また、最近の特徴的な動きをみると、米類の値上がりが
顕著で、11月には比較可能な1971年以降で最大の上昇率
（前年比＋63.6％）を記録しました。猛暑による23年産米の
収穫減少のほか、24年8月の南海トラフ地震臨時情報発令
に伴う買いだめが大きく影響しています。加えて、インバ
ウンド需要の増加や政府による国内向け主食用米の生産
調整なども価格上昇を後押ししています。外食チェーンや
食料品メーカーでもコメの値上がりを理由とした商品価
格の改定が進みつつあり、家計の負担がさらに増えること
が懸念されます。
一方で、サービス物価は、前年比＋1.5％、5年前からは�

＋1.8％の上昇にとどまっています。国内観光需要の回復や
円安下でのインバウンド需要の急増などで、宿泊料は5年
前から＋30.8％と大幅に上昇していますが、公共サービス
や家賃などは緩やかな上昇率にとどまり、全体のサービス
物価上昇率を抑えています。企業では高水準の賃上げが続
いていますが、サービス業などで人件費上昇分の価格転嫁
が進展していけば、サービス物価もさらに高まっていくこ
とが予想されます。

（研究員　金田　憲一）
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総合 生鮮食品を 
除く総合

基礎的 
支出項目

選択的 
支出項目

前年同月比 2.9 2.7 4.1 2.1 
2019年同月比 9.5 8.5 15.2 4.9 

財 食料 米類 エネルギー

前年同月比 4.1 4.9 63.6 6.0 
2019年同月比 17.0 21.8 62.1 15.3 

サービス 宿泊料 公共サービス 家賃

前年同月比 1.5 8.1 1.0 0.3 
2019年同月比 1.8� 30.8� 1.2� 0.6�


